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　厚生労働省は６月20日、平成28
（2016）年「労働組合活動等に関す
る実態調査」結果を発表した。それに
よれば、組織拡大の取組対象として
「パートタイム労働者」を最も重視す
る割合が上昇していることが明らかと
なった。
　調査（注）は、労働環境が変化するな
かでの労働組合の組織及び活動の実態
等を明らかにすることを目的として実
施。対象は、民営事業所における労働
組合員30人以上の労働組合（単位組
織組合並びに単一組織組合の支部等の
単位扱組合及び本部組合）。一定の方
法により抽出した5,097労働組合のう
ち3,246労働組合から有効回答を得て
いる。

組合員数「増加」34.1％で上昇

　調査によれば、使用者側との労使関
係の維持についての認識では、「安定
的に維持されている」が50.3％、「お
おむね安定的に維持されている」が
39.2％、「どちらともいえない」が
5.8％、「やや不安定である」が2.6％、
「不安定である」が1.7％となっている。
労使関係が「安定的」（「安定的に維持
されている」と「おおむね安定的に維
持されている」の合計）と認識してい
る労働組合は89.5％（2015年調査
87.8％）となっている。
　３年前（2013年６月）と比べた組
合員数の変化を見ると、組合員数が「増
加 し た」 が34.1 ％（2008年 調 査
30.1％）、「変わらない」が22.2％（同
22.1％）、「減少した」が41.7％（同
47.1％）となっている。
　組合員数の増加理由は、「新卒・中

途採用の正社員の組合加入」が82.7％
と最も高く、次いで「正社員以外の労
働者の組合加入」が18.7％などとなっ
ている。一方、組合員数が減少した理
由は、「定年退職」が68.1％と最も高く、
次いで「自己都合退職」が55.2％、「正
社員の採用の手控え」が33.8％など
となっている。

「医療・福祉」の７割が組織拡
大を重点課題として取り組む

　組織拡大を重点課題として取り組ん
でいる労働組合の有無を見ると、「取
り組んでいる」が31.9％（2013年調
査34.1％）となっている。「取り組んで
いる」とする割合を産業別に見ると、
「医療，福祉」が70.0％（同57.1％）
と最も高い。
　取り組まない理由としては「ほぼ十
分な組織化が行われているため」が
50.8％と最も高く、次いで「組織が拡
大する見込みが少ないため」が27.4％、
「他に取り組むべき重要課題があるた
め」が19.2％などとなっている。
　組織拡大の取組対象として最も重視
している労働者の種類について見ると、
「新卒・中途採用の正社員」が47.1％
（2013年調査36.7％）と最も高くなっ
ており、次いで「パートタイム労働者」
が17.8％（同13.2％）、「有期契約労
働者」が14.4％（同15.7％）、「在籍
する組合未加入の正社員」が13.7％
（同22.9％）などとなっている。
　事業所に正社員以外の労働者がいる
労働組合について、労働者の種類別に
「組合加入資格がある」とする割合を
見ると、「パートタイム労働者」が
32.3％、「有期契約労働者」が35.6％、

「派遣労働者」が11.1％、「嘱託労働者」
が30.7％となっている。産業別に見
ると「医療，福祉」が、どの労働者の
種類でも総じて高く、「パートタイム
労働者」が74.9％、「有期契約労働者」
が68.5％、「派遣労働者」が32.2％、「嘱
託労働者」が62.3％となっている。

正社員以外の労働者での話し合
いは労働条件、登用制度が上位

　過去１年間（2015年７月１日～
2016年６月30日の期間）に、正社員
以外の労働者に関して使用者側と話し
合いが持たれた事項を見ると、「正社
員以外の労働者（派遣労働者を除く）
の労働条件」が33.0％と最も高く、
次いで「正社員以外の労働者（派遣労
働者を含む）の正社員への登用制度」
が24.1％、「有期契約労働者の雇入れ
に関する事項」が20.2％などとなっ
ている。
　「正社員以外の労働者（派遣労働者
を除く）の労働条件」を事項別に見る
と、「賃金に関する事項」が25.5％と
最も高く、次いで、「福利厚生に関す
る事項」（17.7％）、「契約の締結・更新・
雇止めに関する事項」（16.0％）、「教
育訓練に関する事項」（15.0％）となっ
ている。

[注]　同調査は、調査体系の見直しにより、従来
の「労働組合実態調査」「労働組合活動実態調査」
「労働協約等実態調査」及び「団体交渉と労働
争議に関する実態調査」を再編したもの。統計
表中の「2008年調査」は平成20（2008）年「労
働組合実態調査」を、「2011年調査」は平成
23（2011）年「労働協約等実態調査」を、「2013
年調査」は平成25（2013）年「労働組合活動
等に関する実態調査」を、「2015年調査」は平
成27(2015)年「労使間の交渉等に関する実態
調査」をそれぞれ指している。
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